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CSR部

表紙のデザインは、

経営の根幹をなす海の世界に棲む

多様な生き物たちが生き生きと活動する姿を

組み合わせて表現しました。

海洋環境の持続可能性と生物多様性を守り、

生き物が満ち溢れる海を未来へと継承していく、

ニッスイグループの決意が込められています。



ニッスイグループは、海洋環境の保全と
水産資源の持続的な利用を通して、
世界の人々の健康な生活に貢献します。

ニッスイグループは、海洋環境の保全と
水産資源の持続的な利用を通して、
世界の人々の健康な生活に貢献します。

Top Message

日本水産株式会社
代表取締役 社長執行役員
最高経営責任者（CEO）

　世界は2015年に国連で採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」や、2016年のパ

リ協定の発効を受け、社会課題の解決に向けての動きを加速しています。グローバル

に事業を展開する私たちニッスイグループも、これらの目標や課題に真正面から向

き合う必要があります。

　2016年のCSR行動宣言とともに特定した３つの重要課題（マテリアリティ）の解

決を目指し、現在は2018年からの新中期経営計画「MVIP+2020」において「独自の

技術を活かし、持続可能な水産資源から世界の人々に健康をお届けしていく」を掲げ、

事業を通じて社会課題解決に取り組んでいるところです。

　さらに、最近は地球規模でプラスチック資源循環が課題となるなど、持続的な循環型

社会への移行が求められています。海の恵みを享受し事業を営むニッスイグループにとっ

て、海洋は事業を支える根幹であり、2019年2月に海洋環境とプラスチックの利用を考える

会議体を立ち上げました。ここでは海洋プラスチックゼロエミッション、プラスチック資源の

3R＋R（リデュース・リユース・リサイクル+リニューアブル）の検討を進めます。

　社会課題の解決は、ニッスイグループが単独で取り組んで達成できるものではなく、

NGO・NPO、各国の政府機関、国内外の様々な企業などとの連携が重要です。SeaBOS（持

続可能な水産ビジネスを目指すイニシアティブ）への参画など、関連する様々な機関・団

体の皆様とのコミュニケーションを深め、経営課題として事業戦略に組み込み、進捗を

含めステークホルダーの皆様に向けた情報開示を進めます。

　2019年2月には水産・農林業で初めて「健康経営銘柄2019」に選定されました。多

様な人材が社会課題解決に取り組む企業として、働き方改革をさらに推進し、昨日より

今日、今日より明日、明日より明後日と、日々成長できるよう努力してまいります。

会社概要（2019 年 3 月末現在）
日本水産株式会社
〒105-8676 
東京都港区西新橋 1-3-1 西新橋スクエア
1911（明治 44）年
1943（昭和 18）年
30,685 百万円

1,203 名（個別） 9,065 名（連結）

水 産 事 業 ：

食 品 事 業 ：

ファインケミカル 事 業    ：
物 流 事 業 ：

水産物(生鮮魚・冷凍魚・油脂（魚油）・ミール（飼料））の
漁獲・養殖・買付・加工・販売
冷凍食品、缶詰・びん詰、その他の加工品

（フィッシュソーセージ・ハム・練り製品・チルド食品・
調味料）の開発・製造・販売
一般医薬品、医薬原料、健康食品の製造・販売
冷凍・冷蔵保管、冷凍・冷蔵貨物の運搬

社 名
本 社 所 在 地

創 業
設 立
資 本 金

主 な 事 業

従 業 員

この報告書は、日本水産（株）のCSRに関する取り組みについて、ステークホルダーの皆様に向けてお伝えすることを目的として編集しています。編集方針
2018年4月1日～2019年3月31日の活動を中心に掲載しています。ただし、過去の経緯やデータ、最近の事例を示すことが適当である場合は、
この期間以外のものを報告しています。報告対象期間

日本水産(株)個別と国内外の連結子会社・一部のグループ会社を対象としています。環境データは、環境負荷削減活動報告の対象範囲としている
日本水産(株)および、国内の連結子会社24社の合算値、海外については主要9社の合算値となります。報告対象組織

GRI(Global Reporting Initiative)「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード2016」、環境省「環境報告ガイドライン2018年版」参考としたガイドライン
日本水産（株）CSR部CSR課  〒105-8676 東京都港区西新橋1-3-1西新橋スクエア 
電話：03-6206-7079  FAX：03-6206-7080  E-mail：csr@nissui.co.jp作成部署・連絡先

編集方針

ニッスイ サステナビリティレポート2019は当社WEBサイトにも掲載しています URL： https://nissui.disclosure.site/ja/themes/121
英語版URL： https://nissui.disclosure.site/en/themes/121

創業の理念 水の水道におけるは、水産物の生産配給における理想である。

経営の基本方針
私たちは、水産資源の持続的利用と地球環境の保全に配慮し、
水産物をはじめとした資源から、多様な価値を創造し続け、
世界の人々のいきいきとした生活と希望ある未来に貢献します。

CSR行動宣言
私たちニッスイグループは、地球や海に感謝し、創業時より受け継ぐ5つの遺伝子
(使命感、イノベーション、現場主義、グローバル、お客様を大切にする)から
多様な価値を創造し、事業を通じて社会の課題解決に取り組みます。

● 私たちは、高い倫理観を持ち、社会規範に則って行動し、より信頼される企業を目指します。
● 私たちは、多様な価値観や個性を尊重し、互いを磨き合う中でチームワークの発揮により成長し続けます。従業員

● 私たちは、安全・安心で、お客様にとって価値ある品質の商品をお届けします。
● 私たちは、海の恵みを活かし、イノベーションにより、食の美味しさや楽しさと健やかな生活をお届けします。お客様

● 私たちは、ビジネスパートナーとの公正で公平な関係を維持します。
● 私たちは、ビジネスパートナーと相互の信頼関係を築き、共に持続可能な社会を目指します。ビジネスパートナー

● 私たちは、環境負荷の低減および自然環境と生物多様性の保全に努めます。
● 私たちは、地球や海の恵みを受けて事業を営んでいることを心にとめ、資源の持続的な利用に努めます。環境

● 私たちは、ニッスイグループの知見や技術を通じ、地域社会の発展と次の世代の育成に努めます。
● 私たちは、世界各地の文化や習慣を尊重し、事業の発展とともに地域社会の活性化に貢献します。社会

● 私たちは、株主への情報開示に努め、健全で透明な経営を行います。
● 私たちは、安定的に成長し続けることで企業価値を高め株主への適正な還元を行います。株主

創業以来受け継がれた5つの遺伝子をもとに、
社会課題の解決に貢献する、CSRに根ざした経営を進めます。

ニッスイグループの 事業とCSR

ニッスイは、創業期より受け継がれてきた「創業の理念」のもと、「経営の基本方針」「CSR行動宣言」を拠り所として
水産物をはじめとする資源から多様な価値を創造し、事業そのものを通して社会課題の解決に取り組みます。

ニッスイグループのCSRへの取り組み

■ ニッスイグループの5つの事業
■ 売上高・営業利益
■ 地域別売上高
■ 社外からの評価

■ フードロス削減への取り組み
■ 魚食文化への貢献
■ CSR調達
■ ダイバーシティ・働き方改革

■ 環境負荷低減3カ年計画への取り組み
■ 事業活動を通じた環境負荷の低減
■ 環境負荷低減への取り組み
■ 環境中長期目標
■ 世界の需要に応える水産資源の持続的な利用
■ 持続的な養殖事業の拡大
■ 海洋環境の保全
■ 「森・川・海」の保全活動
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ニッスイグループの事業とCSR 1
会社概要・編集方針
新中期経営計画MVIP+2020と
ニッスイグループの重要課題

1
2

ニッスイグループのCSRへの取り組み

～CSRの重要課題における2030年目標～ 4
私たちの目指す姿

特集:ニッスイグループの健康経営 6

グローバルパートナーシップが実現すること 20
特別対談

経済価値の向上
8
9
9
9

社会価値の創造
10
11
12
13

地球環境の保全
14
15
15
15

17
18
19

16

1SUSTAINABILITY REPORT 2019



品質保証・ＣＳＲ

研究・開発

水産事業食品事業

ファインケミカル
事業

事業境目領域での
融合・連携を強化

MVIP2017
（2015～2017年度）

新中期経営計画の主要戦略新中期経営計画 MVIP+2020

MVIP+2020 新しい価値
（2018～2020年度）

ひとつ上のステージに向けた取り組み

海外展開

ライフスタイルの変化に対応

技術力・経営基盤強化

海洋環境の保全

海洋プラスチック

水産資源の持続可能性

生物多様性の保全

CSR調達

環境マネジメント

環境負荷低減

P18、P19

P18

P16、P17、P20、P21

P19 

P12

－

P14、P15

P11

－

－

P10

P13

P13

P13

－

－

P6、P7

－

P11 2.1

5.1

17.17

5.1

5.b

5.1、5.5

8.2

8.2

8.2

8.8

8.5

12.3、12.8

3.d 2.2

17.17

17.17

17.17

17.16、17.17

17.17

8.9

8.7

13.1

13.1

13.2、13.3

13.2

14.a

14.1

14.1

14.2、14.4

14.1

6.6

6.3

6.3

6.3

6.3

11.6

11.6

11.6

12.5

12.2

12.5

12.5

15.1

重要課題(マテリアリティ) 掲載ページ重点取り組みテーマ

豊かな暮らしのための研究開発

安全・安心の考え方と体制

安全・安心を届けるための取り組み

フードロス削減

ダイバーシティ

働き方改革

女性活躍

シニア・障がい者・外国籍者雇用

人材育成・労働安全衛生

健康経営

ガバナンス

社会貢献活動

豊かな海を守り、
持続可能な水産資源の利用と
調達を推進する

　 対応するイシュー（社会課題）
　 ●海洋環境
　 ●水産資源の持続可能性
　 ●CSR調達

社会課題に取り組む多様な人材が
活躍できる企業を目指す

　 対応するイシュー（社会課題）
　 ●ダイバーシティ
　 ●人材育成

その他の取り組み課題

安全・安心で健康的な生活に貢献する

　 対応するイシュー（社会課題）
　 ●健康　●R&D・イノベーション
　 ●品質　●フードロス

社会課題への
取り組み

（CSR）

持続可能な水産資源から世界の人々を健康に
独自の技術を活かし価値を創造するメーカーを目指す

新中期経営計画
の考え方

［ MVIP+2020 ］

Make Value through Innovative Plan

私たちはイノベーションを通じて価値を創り出します
一人ひとりが社会や会社にとって

価値ある存在、共感を持たれる存在でありたい

Most Valuable Impressive Player

ニッスイグループは、2020年度を達成年度とする新中期経営計画MVIP+2020を策定。 
独自の技術を活かして持続可能な水産資源から世界の人々に健康を
お届けしてまいります。

新中期経営計画 MVIP+2020と
ニッスイグループの重要課題

ニッスイグループが
取り組む重要課題

（マテリアリティ）と
SDGsの結びつき

ニッスイグループのCSRへの取り組み

CSRに根ざした経営を進化さ
せるため、ニッスイグループの事
業とステークホルダーにとっての
重要度を調査・検討し、2016年
に3つの重要課題（マテリアリ
ティ）を特定しました。2015年に
国連で採択された「持続可能な
開発目標（SDGs：Sustainable 
Development Goals）」とニッ
スイグループが取り組む重要課
題、重点取り組みテーマとの結び
つきについて改めて整理するとと
もに、SDGsの達成を意識して重
要課題に取り組みます。

新中期経営計画MVIP+2020では、MVIP2017を踏襲しながら、CSR経営
をさらに進化させ、売上や利益のみならず、事業を通じた社会課題への取り
組みの強化により、成長と企業価値向上に努めていきます。

*表中の数字はSDGsのターゲット番号です。
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（2017年度比）

（2017年度比）

私たちの目指す姿
ニッスイグループのCSRの基盤となるのは3つの重要課題（マテリアリティ）です。私たちはグ
ローバル企業として、社会からそれらの課題に対する国際的視野と長期的コミットメントを期
待されています。そこでそれぞれの取り組みを進める上で、SDGsで示されるグローバルな持続
可能性への目標と結び付け、大きな推進力とすることとしました。SDGsの達成期限である
2030年までの目標を課題ごとに設定し、その実現に向けて活動計画を策定しています。

● ニッスイグループ取り扱い水産物の資源状態調査結果を公表

(原単位)

喫煙率の低減
目標（2020年度）

CO2［2015年度比］

2030年度
（原単位）
15％-

27.0％

2023年度

使用水［2015年度比］

（原単位）
-10％

10％-

2023年度

廃棄物［2015年度比］

（原単位）
-5％

フロン漏洩量

ｔ-CO2/
年未満1,0002030年度 2023

年度

ゼロエミッション

以上の事業所数100％
99％リサイクル率

肥満率（男性）の改善

31.0％
肥満率（女性）の改善

19.0％
EPA/AA比の向上

フードロス削減
［2017年度比］

0.45

～CSRの重要課題における2030年目標～

重要課題
豊かな海を守り、
持続可能な水産資源の利用と調達を推進する

P16水産資源

● ニッスイグループが調達する水産物について持続可能性が確認されている状態とする

● 100社以上のサプライヤーの調達状況の確認を行う

● 2019年度、中長期目標（～2023、2030年度）に向け取り組みスタート

水産資源
● ニッスイグループにおいてCSR調達基本方針に基づく調達が実施されている状態とする

● 国内ニッスイグループにおける中長期目標の達成

CSR調達

● 「DBJ環境格付」最高ランクを獲得外部評価

● CSR調達を推進するために３つのチェック体制を構築
● 国内外の主要サプライヤー32社に「ニッスイCSR購買取り組みセルフチェック
　シート」を配布し実施。結果を分析し、各社へフィードバック
● 2019年度にセルフチェックシートの対象となるサプライヤーへ事前説明会を実施

P12CSR調達

● 3カ年の取り組みの最終年度。国内CO2排出量で2015年度比3.9％削減
● バイオマス発電でメタンガスの排出を抑制
● 汚泥の活用

P14環境負荷
低減

2018年度の
取り組み

2019年度
以降の計画

2030年の
目指す姿

● 2019年度中に調達した水産物の資源状態の調査実施に向け準備を行う（定期的な調査実施を計画）

● 資源状態調査で漁業管理の有無が「不明」とされた魚種について、課題と対応を整理し、
   資源管理の推進を実施する

水産資源

CSR調達
環境負荷
低減

環境負荷
低減

● 健康プラス（＋）ストレージキャンペーン
● ニッスイ従業員の健康促進(2017年度→2018年度)
　　喫煙率29.3％→28.3％、肥満率（男性）33.6％→34.6％（女性）20.9％→20.7％、
　　EPA/AA比0.35→0.38
● 健康番付

重要課題
社会課題に取り組む
多様な人材が活躍できる企業を目指す

P6健康経営

P7外部評価

● 心身の健康をもとに従業員とその所属組織が十分に能力の発揮ができている状態とする。
   企業として従業員とその家族のQOL（生活の質）の向上へのサポートができている状態とする

健康経営

● 多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供することで、
   イノベーションを生み出し、価値創造につなげている状態とする
 

● 「健康経営銘柄2019」に選定
● 「DBJ健康経営格付」最高ランクを獲得

● 的埜社長よりダイバーシティトップメッセージの発信
● 女性部下を持つ男性上司を対象にした「女性部下キャリア育成研修」の実施

P13ダイバー
シティ

2018年度の
取り組み

2019年度
以降の計画

2030年の
目指す姿

● 2020年までに、ニッスイ従業員の健康促進において、目標達成を目指す。
  結果として健康経営銘柄への継続選定を目指す

健康経営

ダイバー
シティ

● 国内グループの年間フードロス発生量の把握（2017年度比、原単位で0.5%増加）

● 缶詰製品の賞味期限延長および年月表示化に向けた取り組み
● 「缶切り部」スタート（一般消費者に向けた活動）

● 「宴会料理を食べきろう」活動のグループ全体での実施（従業員向けフードロス削減活動）

重要課題 安全・安心で健康的な生活に貢献する

P10フードロス

● サプライチェーン全体を通じてフードロス削減に向けて取り組んでいる状態とする
● 長期目標。国内グループの年間フードロス発生量を原単位で10％削減する

フードロス

2018年度の
取り組み

2019年度
以降の計画

2030年の
目指す姿

● 2019年度、缶詰製品の賞味期限の年月表示化スタート。また、冷食などの主力製品における
　賞味期限延長を目指す
● 中期目標。2023年度までに、国内グループの年間フードロス発生量を原単位で6％削減する

フードロス
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定期健康診断に循環器系疾患の発症
との関連が示唆されるEPA/AA比*を
取り入れ、測定結果を部署ごとに集計

して健康番付を作成しています。
*EPA/AA比：血液中のEPA(エイコサペンタ

エン酸)とAA(アラキドン酸)の比率を
表す値。

保健師などの産業保健スタッフが常駐
し、メンタル相談にも対応。年1回「ココ
ロの健康診断」を実施し、必要なサポー
トをしています。また、ハラスメントの発
生を防ぐための勉強会（集合研修、E
ラーニング）を行っているほか、相談先と

してハラスメントデスクを設置し、
問題に対応しています。

禁煙指導、禁煙外来治療費補助な
どの施策のほか、各社員の禁煙宣
言を公表しています。2018年3月に
本社の喫煙室を閉鎖し、4月には

業務用乗用車を全面禁煙
にしました。

働きやすくやりがいのある職
場づくりの一環として、計画
的な休暇取得に取り組み、

従 業 員 の 健 康 増 進 を
図っています。

EPA/AA比率が高まると、血球
や血管が弾力を増し、血液がサ
ラサラになります。このイラスト
は、EPAの摂取促進により、血
管が健康になっていく様子

を表しています。

定期健康診断の時期に合わせ実施する、
生活習慣を見直すためのプラス行動を支
援するキャンペーンです。ウォーキングや
魚メインの食事、禁煙など達成目標をク
リアすると「Nカフェ」*のポイントが支給

されます。
*Nカフェ：支給されたポイントを利用してそ

れぞれにあったメニューを利用できる、
福利厚生制度・カフェテリア

プラン。

2013年
社長を超える!
チャレンジ

「血液サラサラ宣言」

こころの健康
サポート

EPA100日
チャレンジ

2016年度

2017年度

2018年度

2016年
EPA/AA比
全社員測定開始
全社平均0.29

有給休暇
取得推進

10.9日

11.3日

11.8日

2016年度
2017年度

2018年度

喫煙率の推移

30.4％

29.3％

28.3％

2017年
EPA/AA比

全社平均0.35

2017年
カフェテリアプラン
（Nカフェ）導入

2018年
ホワイト500選定

2018年
DBJ健康経営銘柄
最高ランク獲得

2018年
禁煙・分煙の
推進

2018年
テレワーク

トライアル開始

2018年
EPA/AA比

全社平均0.38

EPA
チャレンジ

健康経営銘柄2019
に選定

テレワーク
デイズ参加

2020年
EPA/AA比
全社平均0.45
を目指します

2018年
健康プラス（+）
ストレージ
キャンペーン

2017年2月23日
「健康経営宣言」

水産資源から多様な価値を創造するニッスイグループ。従業員の健康な暮らしも、
私たちが創造する価値の一つです。水産・農林業で初の「健康経営銘柄2019」に選定されるなど、
社会からも高い評価を受けるニッスイグループの健康経営についてご報告します。

健康経営宣言

私生活との
両立支援

健康施策一番

EPA/AA比の活用

健康経営の
ロードマップ

各部門が連携して進める健康経営推進体制。
「健康経営」を推進するため、ダイバーシティ・人材育成部会に
「健康経営ワーキンググループ」を設置し、人事部労務健康企画
課（事務局）、健康管理センター（産業医・保健師）、健康保険組合
や各部署が協働し、各事業所
の産業保健スタッフとも連携
しながら、従業員の健康や私
生活との両立支援、働きやす
くやりがいのある職場環境を
目指して取り組んでいます。
*13ページも併せてご覧ください。

従業員の健康の維持・管理を経営の最重要課題と位置づけ、
2017年2月に「健康経営宣言」を定めて従業員のこころと
身体の健康をサポートしています。

魚を中心とした食生活から健康づくりを拡大し、
個人から部署へ、そして全社へ広がる健康経営
のもと、働きやすい環境を創造したことが評価さ
れ、2019年2月21日、ニッスイは経済産業省と東
京 証 券 取 引 所 の 共 同 による「 健 康 経 営 銘 柄
2019」に選定されました。水産・農林業では初め
てとなります。私たちニッスイグループは、従業員が最も大切な財産であると考え、

「一人ひとりが、能力を十分に発揮できる姿」と「従業員とその家族の 
QOL(生活の質)の向上」を目指して、働く環境を整え、「こころと身体
の健康」を積極的にサポートします。
海の恵みを扱う企業として、健康的な食の提案とともに水産物由来の
機能性成分を最大限に活用し、従業員と家族、さらに広くお客様にお
届けすることで人々の健康に貢献します。

健康施策三番

健康プラス（＋）ストレージキャンペーン

健康施策四番

こころの健康サポート

健康施策五番

禁煙・分煙の推進

健康施策二番

有給休暇取得推進

子育て・介護サポート
カフェテリアプラン導入

など

個人の
健康促進

生活習慣改善
キャンペーン

EPA/AA比向上
禁煙・分煙推進

こころの健康診断
など

働きやすく
やりがいのある
職場づくり

長時間労働削減
休暇取得推進

テレワーク制度導入
など

「健康経営宣言」に基づき、従業員と
その家族の健康な暮らしを支援します。

水産資源を活かした健康施策で、
「健康経営銘柄2019」に選定。

ニッスイグループは、従業員の健康を重要な企業価値ととらえた「健康経営」をさらに推
進します。今後は、各施策のさらなる深化と健康経営推進部門の連携を強化し、強固な
健康管理体制を構築していきます。

強固な健康管理体制の構築へ。

“従業員の健康”という価値の創造

ニッスイグループの健康経営

CSR委員会

ダイバーシティ・人材育成部会

健康経営ワーキンググループ

働き方改革
労使検討会

（人事部・労働組合）

各事業所　産業保健スタッフ

各事業所　安全衛生委員会

執行役員
人事部長委嘱

黒田 哲弘

「良き働きは良き生活に、良き生活は良き
こころと身体に支えられる。」こころと身
体の健康が、質の高い生活と働きを支え
る根本と再認識するところから、我々の
健康経営が始まりました。これからも決
して表面的な活動にせずに従業員の真
の健康向上を目指して活動を続けます。

従業員のこころと
身体の健康を幅広く

サポートします。

特集

CSR部広報課

営業企画部営業企画課

食品機能科学研究所
機能性食品推進課

人事部
労務健康企画課

（事務局）
日本水産

健康保険組合
健康管理センター

産業医
保健師
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売上高(2015～2018年度/連結) 営業利益(2015～2018年度/連結)
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ニッスイグループの活動は、
投資家や金融機関から
注目・評価されています。

経済価値の向上
水産資源を活かした5つの事業で、
経済価値の創造とグローバルな成長を図ります。
ニッスイグループは、新中期経営計画MVIP+2020に基づき、5つの事業の収益力強化と着実な成長を図っていま
す。未来にわたって持続する企業グループとして、世界の人々の健康に貢献する事業を通じて「経済価値」の向上を
目指します。

原料価格の高騰など厳しい事業環境の中、
売上高は前期比+5%と過去最高を更新しました。

日本を中心に、世界各地の
事業拠点で成長を図ります。

社外からの評価

多様な価値を創出する、ニッスイグループの5つの事業。

194194
216216

南米
1.3%
89億円

アジア
0.6%

45億円

ヨーロッパ
13.6%
966億円

売上高

7,121億円

北米
11.8%
841億円

日本

72.7%
5,178億円

前期比+5.1% 前期比-6.7%

（2018年度） （2018年度）

水産事業 食品事業

物流事業 海洋関連・
エンジニアリング事業

売上高2,899億91百万円

水産資源へのアクセスから製品の食卓へ
のお届けまで、漁獲・養殖、加工、販売の
各機能の強みを活かし、安全・安心でおい
しい水産物をお届けしています。

冷凍食品、缶詰・びん詰、練り製品・フィッ
シュソーセージなどを生産・販売。原料調
達力や加工生産技術の強みを活かした独
自の製品により、成長を続けています。

水産物の多様な機能を健康維持に活用
していただくため、青魚に多く含まれる
EPAを軸に、特定保健用食品・機能性表
示食品などを開発、提供しています。

国内主要都市の冷蔵倉庫ネットワークを
核に、メーカー物流の豊富な経験を活か
し、食品流通の高度化・多様化に対応し
た低温一貫物流に取り組んでいます。

海洋関連技術と人材を活かした船舶の建
造・修繕や海洋・深海調査船などの運行・管
理を受託。また、水産加工・食品工場などの
建設に関する設計や施工を行っています。

ファインケミカル
事業

2017 2018

売上高3,423億28百万円
2017 2018

売上高265億13百万円
2017 2018

売上高166億63百万円
2017 2018

売上高366億14百万円
2017 2018

+2.2%
前期比

+5.2%
前期比

+2.5%
前期比

+1.8%
前期比

+41.1%
前期比
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対象範囲 
ニッスイおよび

国内のグループ会社

中期目標（～2023年度） 長期目標（～2030年度）

「食」を取り扱う企業としての責任を果たす、
ニッスイグループならではの活動を推進しています。
ニッスイグループは、「食」と水産資源を取り扱う企業の責任として、フードロスの削減や魚食文化の普及と拡大に
取り組んでいます。さらに、CSR調達やダイバーシティ・働き方改革の推進などを通じて、“環境”や“人権”に配慮し
た持続可能な調達や、社会課題に取り組む多様な人材の育成など、社会価値の創造に貢献します。

フードロス削減の中長期目標

フードロス削減への取り組み

ニッスイは、2017年度に独自のフードロス定義*を定め、削減目標を設定。2030年の目指す姿を「サプライチェーン全体を通じてフードロ
ス削減に取り組んでいる」こととし、取り組みを始めています。

飢餓をなくすための取り組み

●缶切り部の活動

サプライチェーン全体を通したフードロスの削減

「缶詰を食品ロスにさせない」をスローガンに、ニッスイ「缶切り部」がスタート。講師のレクチャーのもと、
一般募集した参加者が「ニッスイ缶詰×家庭で持て余しがちな食材」でクッキングし、食品をフードロス
させないアイデアを学びます。2018年度は東京で3回実施し、のべ64名が参加しました。

フードロスとは、まだ食べられるはずの食品が捨てられてしまうことです。
日本の食料自給率は約40%と低く、多くを輸入に頼っていますが、その
一方で年間600万t以上ものフードロスが国内で発生していると言われ
ます。ニッスイグループは食品を扱う企業の責任として、事業のあらゆる
段階でこの問題の改善に取り組んでいきます。また、世界には依然とし
て飢餓の問題が存在します。アジア・アフリカ地域を中心に、十分に栄養
を摂ることができない人々が約8億人いるとされます。私たちは、SDGs
目標のひとつ「飢餓をゼロに」に賛同し、活動を進めていきます。

●賞味期限の延長と年月表示化への取り組み
フードロス削減のため、缶詰製品において賞味期限表示を「年月日」から「年月」に変更するため取り組みを実
施。その際には、品質が保たれているかどうかをチェックする保存試験を行い、賞味期限の延長が可能なことを
確認しています。また、冷凍調理品などの主力商品を対象に、賞味期限の大幅延長にも挑戦しはじめています。

食品メーカーの一員として世界の
飢 餓 問 題 を 意 識 するた め 、国 連
WFP主催のチャリティウォークイ
ベントに協賛・参加しています。参
加人数は年々増加しており、2018
年度は従業員とその家族合計115
人となりました。

社員食 堂で週 1 回のT a b l e  F o r  
Twoメニューと自動販売機を導入し
ています。2018年度は購入金額のう
ち158,960円がNPO法人を通じて
途上国の学校給食支援に充てられ
ました。工場従業員の誰もが気軽に
参加できる社会貢献の機会です。

社会価値の創造

●WFPウォーク・ザ・ワールドに協賛・参加

2018年、EPA・DHAやすりみなど魚に含まれる成分が健康に良いと話題
となり、手軽さも相まってさば缶やかに風味かまぼこといった水産加工
品が大きな注目を浴びました。ニッスイ製品への需要も増加し、売上高
の伸長につながりました。

●水産加工品ブームへの対応

2017年、日本アミノ酸学会において、白身魚であるスケトウダラのタン
パク質による筋肉増加効果について研究成果を発表しました。65歳以上
の女性を対象とした試験において、通常の生活で3カ月間スケトウダラ
のタンパク質を毎日摂取した結果、19名中15名で筋肉の増加が示唆さ
れました。

●白身魚タンパク質の筋肉増加効果の研究

より多くの子供たちに海や魚に興味を持っていただくため、小学生
を対象に「海とさかなとわたしたち」をテーマとした研究・創作作品
を募集しています。ニッスイは1982年の第1回から協賛を続けてお
り、第 3 7 回となる2 0 1 8 年 は 、日本 および 世 界 の 小 学 校 から、
29,172点もの応募作品が寄せられました。また、応募テーマのヒン
トとなるよう「出張授業」と「体験学習」を実施しています。

●「海とさかな」自由研究・作品コンクールへの協賛

●八王子総合工場でのTable For Two活動

日本の食品ロス

年間643万トン（2016年度）

*１出典：「食品ロス削減関係参考資料」消費者庁
*２出典：「世界の食料安全保障と栄養の現状 2018年報告」
　　　　国際連合食糧農業機関（FAO）/国際農林業協働協会（JAICAF）

*フードバンク：品質に問題はないものの販売に適さない食品と、食べ物を十分に手に入れることのできない人々を結ぶ団体。ニッスイは2008年からNPO法人セカンド・ハーベスト・ジャパンへ食品を寄贈。

*ニッスイグループのフードロス定義：自助努力において削減可能な動植物性残渣(生産過程で発生する魚の非可食部や、野菜の芯や外葉などを除く)および製品廃棄

世界の栄養不足人口

8億400万人（2016年度）

ニッスイグループの視点

*１

*2

フードロス削減の
中長期目標

（基準年度2017年度）
2018年度の進捗

（原単位）-6％+0.5％ （原単位）-10％(原単位)

国民1人あたり51kg

9人に1人が餓えに苦しんでいる

魚食文化への貢献

日本における魚介類の1人あたりの消費量は、2001年をピークに
減少を続けています。一方で世界に目をむけると、和食人気や健康
志向の高まりにより、魚食が注目を集めています。ニッスイグルー
プは水産業をリードする企業として、魚食の普及に努め、食の文化
を守っていくとともに人々の健康な生活に貢献していきます。

食用魚介類及び肉類の1人1年あたりの消費量

売上高前年比（2018年度）

ニッスイグループの視点
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出典：農林水産省「食料需給表」

*除脂肪量：筋肉量の増減の指標

（kg/ 人年）

創作部門　日本水産株式会社賞
「しん海に住む魚たち」

研究部門　日本水産株式会社賞
「おいしかったよ、ウチワエビ」

魚の栄養成分の活用

子供たちに向けた魚食文化の普及

生産
規格外品の削減 賞味期限延長・フードバンク*への寄付 意識向上のための活動

流通・消費 消費者・従業員

［ ニッスイ協賛 主催：朝日新聞社、朝日小学生新聞 ］

さば缶

147％

いわし缶

145％

かに風味かまぼこ

104％

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
［kg］ ［被験者の除脂肪量*の増減］
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UP
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採用者に占める
女性の割合

マーケティング部門及び
生産部門で働く女性の人数

女性の管理職
(組織責任者)を2015年度の

定量目標の結果
（2015年度対比）

計画期間：2016年4月～2019年3月末

女性社員の活躍推進

ダイバーシティ・働き方改革

ニッスイグループは、働く人の多様性を積極的に取り入れることが組織の活性を促し、事業の発展にもつな
がると考えています。ダイバーシティには様々な要素がありますが、ニッスイでは、まず、女性活躍を優先的に
進めつつ、『多様な人材が活躍できるグッド・カンパニー』を目指していきます。また、全ての従業員が仕事と
生活を調和させるワーク・ライフ・バランスを重視した、働き方改革にも取り組んでいます。

ニッスイグループの視点

また、女性社員のキャリア形成を進める上で、女性部下を持つ男性上司が女性活躍を支援するためのマネジメントを学ぶ「女性部下
キャリア育成研修」を実施しています。2018年度は38名が参加しました。
2019年4月には第二期行動計画(計画期間：2019年4月1日～2022年3月31日)を策定・公表しました。ニッスイの抱える課題を整理
し、「女性の採用数・比率の拡大」「管理職の意識改革」「女性自身と周囲の意識改革」「育児と仕事の両立支援」についてそれぞれ行動
計画を立て、取り組みを進めていきます。

ニッスイは、女性社員が活躍できる環境の整備を行うため、次のように第一期行動計画を策定し取り組んできました。

社会価値の創造

働き方改革への取り組み
ニッスイでは従業員の全てが「仕事」でも「生活」でもやりがいや充実感を得られるよう、ワー
ク・ライフ・バランスに取り組んでいます。
2019年4月よりテレワーク勤務制度を導入しました。ITや通信技術を活用して時間や場所に
制限されないワークスタイルを実現するものです。従業員は生活に合わせて通常勤務に在宅
勤務やモバイル勤務を組み合わせ、業務の効率化とワーク・ライフ・バランスの充実を図って
います。
また、働きやすい職場づくりの一環として、計画的な休暇取得に取り組み、従業員の健康増進
を図っています。個人で年間休暇取得計画を作成し、部署内で共有、業務の事前調整に役立
てるとともに休暇取得管理の一助としています。

経営陣の理解促進
女性の活躍や働き方改革を推進するため、役員に対する講演会や勉強会を実施していま
す。2018年12月、当社の状況や課題について、NPO法人ファザーリング・ジャパン理事 川
島高之氏と役員による意見交換を行いました。2019年3月、（株）ワーク・ライフバランス代
表取締役社長 小室淑恵氏による講演会を開催し、「経営戦略としての働き方改革」と題し
て、働き方改革の本質を解説していただきました。

以上30％

CSR調達ワーキンググループの取り組み
2017年に活動を開始したCSR調達ワーキンググループは、水産・食品の購買部門、生産部門、CSR部門のメンバーで構成され、ニッス
イグループ調達基本方針やサプライヤー行動指針を策定(2017年度)。
その後、サプライヤーに向けた説明会やチェックシートの作成、CSR調達の推進体制を構築しました。

CSR調達の考え方
私たちは創業の理念に基づき、「地球や海の恵みに感謝し、５つの遺伝子から多様な価値を創造し、事業を通じて社会課題の解決に取
り組む」ことを宣言しています。そこで原料などの調達においてもCSR行動宣言を踏まえ、①調達原則 ②遵法・調達倫理 ③環境配慮 
④人権配慮 ⑤お取引先との協働を重視し、サプライヤーの皆様と信頼関係に基づく調達を推進します。

CSR調達

水産資源の利用と調達では、環境(資源の持続)と人権(労働)課題の解決が求められています。水産物を多
く取り扱う私たちは、2030年までにニッスイグループの調達品において“環境”と“人権”両面の持続可能性
が確認されていることを目指します。 CSR調達ワーキンググループを中心に、全てのサプライヤーと協働す
ることで、持続可能な調達を推進します。

ニッスイグループの視点

2018年度実績と2019年度計画

3つのチェック体制

2018年度は国内外32社の主要サプライヤーに依頼し、「ニッスイCSR購買取り組みセルフチェック
シート」の回答を得ました。結果を分析し各社へフィードバックシートを返却しました。また、次年度新
たに19社を選定し、CSR調達説明会を開催しました。さらに、CSR調達を推進するため、目的別に3つの
チェック体制を整えました。

2019年度は、新しく構築した3つのチェック体制により、主要
工場の購買担当者が各サプライヤーを訪問し、100社以上の
サプライヤーの確認を行う予定です。

ニッスイCSR購買
取り組み

セルフチェックシート

新規サプライヤー向け
CSR購買
チェックシート

対象サプライヤー 内　容

簡易チェックシート

取引金額が多い、依存度が高い、環境・人権リ
スクが高いなど、ニッスイグループにとって関
係性の高いサプライヤー。
毎年数十社を選定して説明会を開催後に
チェックシートの回答をお願いする。

「遵法・調達倫理」「環境配慮」「人権配慮」「品
質・安全の確保」「情報セキュリティ」「社会貢
献」の項目からなり、全135問。
特に環境と人権に重きを置いた質問内容。

既に取引をしているサプライヤー。 特に重要視する「人権」のみ9つの確認事項。
ニッスイ社員による現地・現物確認。

CSRの基本的な内容で17項目。ニッスイの
CSR調達の考え方と目指すべき姿に同意し、
協働いただける意思確認。

新しく取引を開始するサプライヤー。

以上アップ15％
アップ(2018年度)39％

以上1.5倍

12

10

8

6

4

2

0

（日）

平均有給休暇取得日数

集計範囲：ニッスイ個別（各年度3月現在）

2016年度 2017年度 2018年度

平均有給休暇取得率

56.5 58.9 62.0 （％）
60

50

40

30

20

10

0

10.9 11.3 11.8

(2018年度)1.5倍(2018年度)29％

［有給休暇の取得日数］

CSR調達説明会 フィードバックシート

小室氏による講演会の様子
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［水使用量］ ［2018年度 水使用量品目別割合］国内 海外

市水

工業用水

［CO2排出量］ ［2018年度 CO2排出量品目別割合］国内 海外

都市ガスLPG

軽油

A重油 天然ガス

ガソリン

灯油

［千m3/年］

［廃棄物発生量とリサイクル量］ ［2018年度 廃棄物発生量品目別割合］

汚泥

紙くず廃プラス
チック類

廃油

その他産業廃棄物 一般廃棄物
（事務所系）

水使用量（2015年度比） CO2排出量（2015年度比）

2016年 2017年 2018年

56.3%27.4%

16.3% CO2など  CO2：168,536 t-CO2

市水・井戸水・工業用水：3,695千m 3

水資源

エネルギー

廃棄物

水系・下水への排出 大気への排出
排水・BODなど

原料・素材 調達・加工 物流・その他 お客様商品・サービス

軽    油 ：   2,673kL
都市ガス ：17,475千m3

L P G ：  2,291t

動植物性残渣、
廃油、汚泥など

リサイクル率

約98.1％

INPUT OUTPUT

購入電力 ：211,216千kWh
A 重 油 ：　   2,454kL
灯    油 ：　　　695kL

発 生 量 ： 38,072 t
リサイクル量 ： 37,347 t
処理・処分量 ：  　 725 t

2015年度比-1%

3カ年目標 

+1.1%

結果

0
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5,000

6,000

7,000

8,000

2016年 2017年 2018年

59.9%
23.1%4.0%

4.0%

3.9% 2.6%

1.2%

［t-CO2/年］

0

50,000
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［t/年］

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

廃棄物発生量 リサイクル量

1.0%

2016年2015年 2017年 2018年

40.9%

18.3%

16.5%14.9%

4.3%

3.5% 1.5%34,48733,907

32,453 33,101 41,111 37,347

42,412
38,072

171,505

2015年

175,368

133,267 131,122131,122 135,928135,928 136,207136,207

171,902 168,536

3,685

6,536

2015年

3,653

6,758

3,632

5,921

3,695

5,831

井戸水

電力

動植物性
残渣

豊かな海を守り、水産資源の持続的利用に取り組む。
ニッスイグループの使命です。
海の恵みに感謝し、水産資源を持続的に利用するために、ニッスイグループは海洋環境や地球環境への負荷低減
と、水産資源の持続性の確保に取り組んでいます。特に水産資源の持続可能性を高めるための調査・分析は、資源
保護のみならずIUU漁業*への対応にもつながる、ニッスイグループ独自の取り組みです。
*IUU漁業:違法・無報告・無規制(Illegal, Unreported, and Unregulated)に行われている漁業

2030年を目指し、グループをあげた環境負荷低減を推進します。

環境中長期目標

2019年度より、ニッスイおよび国内グループ会社を対象に2030年度に向けた中長期の目標を策定しています。グループをあげた環境
負荷低減により、SDGs、パリ協定、循環型社会の実現など、地球規模で示される様々な持続可能性のビジョンに貢献していきます。

2018年度の資源やエネルギーの流れ（国内）

事業活動を通じた環境負荷の低減

水の削減 工場での節水などによる水使用量の削減を継続的に推進しています。2018年度の国内での水使用量は3,695千m3、
2015年度比は1.1%増加（総量）しました。今後もさらに節水に向けて取り組みます。

2015年度比-2%

3カ年目標

-3.9%

結果

3カ年目標

結果

CO2の削減 気候変動の原因の一つとされるCO2排出量の削減に向け、計画的な取り組みを進めています。
2018年度の国内でのCO2排出量は168,536t-CO2、2015年度比で3.9%の削減（総量）となりました。

2015年度比-3%

+12.3%

廃棄物の削減とリサイクル 2018年度国内での廃棄物発生量は38,072tとなり、2015年度比は12.3%増加（総量）しました。

地球環境の保全

以上を達成99％
全ての事業所でゼロエミッション率

中期目標～2023年度

長期目標～2030年度

（原単位)10％- （原単位)10％-
(原単位)15％--

(原単位)-5％

-

廃棄物発生量とリサイクル量
ゼロエミッション率99%以上の事業所の

割合を75％以上とする

2015年度比廃棄物

2015年度比廃棄物

環境負荷低減への取り組み

使用後の白土を牧場向けに出荷（ファインケミカル総合工場つくば工場）
つくば工場では、魚油の色素成分の吸着に白土を使用しています。2018年度より牧場向けの堆肥の水分調整剤と
して、使用後の廃白土の出荷を始めました。環境汚染物質など安全性のチェックも行い、2018年度の総量は
171.8t/年となりました。

提携先と協力してCO2排出量を削減（ゴートンズ社）
海外グループ会社であるゴートンズ社は、水産物を用いた冷凍調理食品を製造しています。2018年は、提携先である
冷凍倉庫会社アメリコールド社と協力し、CO2排出量削減の取り組みを行いました。アンモニア冷媒*を両社の冷凍庫
に供給し、冷凍庫にかかる電力量を50万kWh削減。一般家庭おおよそ50世帯分の年間使用量にあたります。
*アンモニア冷媒：単位あたりの発熱量が多い自然冷媒。

環境負荷低減3カ年計画への取り組み

国内ニッスイグループは水、CO2、廃棄物を重要3指標とした環境負荷低減を進めています。
2016～2018年度で、2015年度比水1%削減（総量）、CO22%削減（総量）、廃棄物3%削減（総量）の目標の
もと取り組みを行ってきました。2018年度までの3カ年の結果を報告します。

※国内電力のCO2排出量は、電気事業者のCO2排出係数を使用して算出しています。
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天然魚
1,514,665t

認証品

37％

88％

心配ない
1,333,301t

養殖技術のイノベーションを推進
水産物需要の拡大にともない養殖業生産量は急激に増加しています。ニッスイグループでは、これ
に応えるため、新たな魚種への取り組みや国内外での養殖拠点の確保を進めるとともに、大規模養
殖給餌施設の設置やその自動化、養殖作業へのAI導入など省力化への対応も進めています。

海洋環境の負荷を抑える、新たな技術開発
養殖事業の規模の拡大にともない懸念される海洋環境への負荷について、陸上養殖の事業化実証実験を進めるなど、新しい技術開発に
も積極的に取り組んでいます。

水産エコラベルの取得
持続的な養殖事業の実現に向けて、水産エコラベル認証の取得を進めており、海外では鮭鱒類(ト
ラウト、ギンザケ、アトラン)でのASC*、BAP*、国内ではぶりでのASC、ギンザケ・クロマグロで
MEL*を取得しており、今後も取得の拡大を目指しています。
*ASC：Aquaculture Stewardship Council  （水産養殖管理協議会） 環境に配慮した責任ある養殖に与えられる認証
*BAP：Best Aquaculture Practices  食品安全性が確保された養殖プログラムに与えられる認証
*MEL：Marine Eco-Label Japan Council（マリン・エコラベル・ジャパン）  水産資源の持続的利用や生態系の保全に取り組む漁業や養
殖業に与えられる認証

*１出典：FAO「Fishstat（Capture Production, Aquaculture Production）」（日本以外の国）及び、
　　　　農林水産省「漁業・養殖生産統計」（日本）に基づき水産庁が作成したものを加工
*２出典：FAO「The State of World Fisheries and Aquaculture 2018」

国内外で養殖事業を推進

［ニッスイグループの取扱水産物の資源状態調査（2016年）］

心配ある
51,018t
3% 10,878t 0.7%

不明
130,345t
9%

心配ある・不明のうち

資源回復計画あり

132,666t 8.8%
漁業管理の有無不明

37,820t 2.5%
資源調査ないが網目規制や操業期間の制限がある

持続可能な水産資源調達

地球環境の保全

世界の需要に応える水産資源の持続的な利用

世界の漁業・養殖業生産量は年々増加し、なかでも養
殖業生産量の伸びが顕著です。一方、漁業生産量は横
ばい傾向が続いており、生物学的に持続可能なレベル
で漁獲されている資源割合も67%に留まるなど今後
減少が懸念されます。ニッスイグループでは、世界で拡
大する水産物需要に応えつつ、水産資源の持続的な利
用を図るため、水産資源状況を把握した調達を進める
とともに、環境や資源負荷を考慮した養殖技術の開発
と高度化に取り組んでいます。

ニッスイグループの視点

鮭鱒

マグロ

カンパチ

ぶり

さば

マダイ

エビ
奄美

佐渡

伊根境港

対馬

Seafarm QLD

Los Angeles

Petuna

ASC認証

ASC-C-01759

52拠点（国内33、海外19）

Chiloe

Australia
Chile

壱岐
松浦

五島
黒島

天草

甑島

笠沙

坊津
頴娃 内之浦

串間

鹿屋喜入

延岡

上浦

大山周辺

胎内

持続的な養殖事業の拡大

生物学的に持続可能なレベルで漁獲されている資源割合

世界の漁業・養殖業生産量の推移*1

漁業

養殖業

67％（2015年）*2

0
昭和35
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45
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平成2
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28

    （2016）

9,000
6,000
3,000

12,000
15,000
18,000
21,000

MEL認証
BAP認証

［ 万t ］

年

ニッスイグループは、自ら調達し利用する水産物の資源状況については、中長期的な事業リスクやチャンスを捉えるために、定期的な
調査とその対応が重要だと考えています。個々の課題への対応を続けることで、「2030年までに調達する水産物について、持続性が確
認されている」状態を目指します。

●2030年までに目指す姿

●ニッスイグループ養殖関連事業所・養殖場Map　

2016年の調達水産物の調査結果(2017年実施)から、調達した天然魚資源の88%は、MSCなどの水産エコラベル認証品や生物学的
に持続可能なレベルにある資源の範囲にあり、「心配ない」と分類しました。2018年は、残る「心配ある」「不明」の資源について、絶滅危
惧種か、管理された漁業か、資源回復計画があるかの確認を加え、さらに調査しています。

●ニッスイグループ取扱水産物の資源状況調査

「心配ある」一部の魚種については、今後の取扱方針を定めるなどの対応を進めました。さらに「不明」魚種には、養殖魚用の配合飼料に
利用されている魚種が多く8.8%あることがわかりました。そして、これら「不明」魚種の資源状況を確認するため、様々な行政機関・団
体・研究者から情報収集を進めており、FIP(漁業改善プログラム)などでのパートナーシップの可能性を検討しています。

次回は2019年に調達する水産物について、2020年に調査します。

●「心配ある」「不明」資源状況への対応

AIによるぶりの魚体検知画面

Aysen
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［推進体制］

プラスチック資源の3R＋Rを推進。

●工場、家庭（使い捨て容器包装）、物流の各段階
　でのプラスチックの削減とリサイクル推進

●プラスチックポリシーの検討

●外部団体（CLOMA*）への参画、協働、情報収集
*CLOMA：Japan Clean Ocean Material Alliance 海洋プ
ラスチックごみ問題の解決に向け、経済産業省主導で設立され
た官民連携団体

ニッスイグループの弓ヶ浜水産(株)と共和水
産(株)のある鳥取県と協働して、船上山の森林
5.933ヘクタールの保全活動を開始しました。

おさかなをはぐくむ
湧水と海を守る森の保全活動

NPO法人 荒川クリーンエイド・
フォーラムの協力を得て、河川・海
洋ごみ問題のレクチャーと実地体
験学習を行っています。

荒川環境学習

約100事業所で定期的に地域の
清掃活動を行っています。2018年
度はのべ約2,500人、総計6.2ｔの
ごみを回収しました。

クリーンアップ活動

NPO法人 藤前干潟を守る会の協力を得て、干潟に
生きる生き物を観察し、その多様性を実感しました。

藤前干潟で生物多様性を
感じる活動　

（一社） ふくおかFUNの協力のもと、アマモの苗作り
＆植え付け体験を行いました。

博多湾地行浜の海をつくる活動

海洋環境や海洋生物多様性を学び、生き物に触れる体
験を通じて、海を大切に思う気持ちをはぐくみました。

須磨海浜水族園で
海の生き物を知ろう、感じよう

（株）ピリカが取り組む、海洋へのプラスチック流出の
実態解明を目指すプロジェクトに協賛しています。

プラスチックの海洋流出問題に
取り組むベンチャー企業への協賛

2013年から毎年、R＆Dの拠点である
東京イノベーションセンターに隣接す
る里山で保全活動を行っています。

宇津貫緑地の保全活動

海洋環境ワーキンググループ プラスチックワーキンググループ

CSR委員会

海洋環境・プラスチック部会

地球環境の保全

「森・川・海」の保全活動

水産業界のリーダー企業が参画するSeaBOSの取り組み
ニッスイは、世界の水産業界のリーダー企業が参画するSeaBOS*（持続的な水産ビジネスを目
指すイニシアティブ）の一員として、海洋環境および海洋資源の保全と持続的な資源利用を進め
るSeaBOSの考え方に賛意を表明するとともに、持続可能な水産事業のための課題解決に取り
組んでいます。
2018年9月、軽井沢で開催された第3回SeaBOS会議では、SDGsの推進役であるスウェーデン
皇太子ビクトリア殿下がご臨席されたほか、世界の水産企業10社のCEOが出席。会議では、IUU

（違法･無報告･無規制）漁業や奴隷労働の撲滅などに取り組むことで合意したほか、海洋プラス
チックごみ問題についても新たに戦略を策定していくことが決まりました。
*SeaBOS：Seafood Business for Ocean Stewardship 日本、ノルウェー、タイ、米国、韓国など世界各国から水
産企業が参加。

海洋環境の保全

海のプラスチックごみや大きさが5㎜以下のマイクロプラスチックは、海洋環境だけでなく、生態系にも影響
を及ぼす問題としてその対策が急がれています。プラスチックごみは世界中のあらゆる海に存在し、現在で
も年間800万トンが新たに海へ流出していると言われます。ニッスイグループは海洋プラスチック問題への
取り組みとして、海洋環境におけるプラスチックの実態把握や、プラスチックの3R+R*を推進します。また
NGO/NPOや地域行政と協働しながら、豊かな海の源となる「森・川・海」を一体と考えた保全活動に取り組
んでいます。
*3R+R：Reduceリデュース、Reuseリユース、Recycleリサイクル+Renewableリニューアブル

ニッスイグループの視点

森と川と海はつながっている。
森は川をはぐくみ、豊かな川は海をはぐくむ。

海の恵みを受けて事業を行うニッスイグループは、数十年後もこの地球に豊かな海が広がっているよう、森・川・海の各地で保全活動を行って
います。これらは人と海をつなげ、現在と未来をつなげる活動です。

森

川

街

海

海洋環境・プラスチック部会を設立
海洋プラスチックなどによる深刻な海洋汚染や海洋生態系・ヒトへの影響を防ぎ、廃プラスチックの有効利用による資源循環を促進す
るために、2019年2月に海洋環境・プラスチック部会を立ち上げました。執行役員を責任者とした2つのワーキンググループでそれぞれ
活動を推進していきます。

海洋環境におけるプラスチックの
ゼロエミッションを推進。

●漁業、養殖事業での使用プラスチックの管理実
　態把握と改善、コミットメント

●マイクロプラスチックの流出実態調査と抑制活
　動の推進

●陸域での清掃および海洋漂着物などの回収活
　動の推進

2018年
初！

2018年
初！

2018年
初！

2018年
初！ 2018年

初！

P20も併せてご覧下さい。

Photo by Embassy of Sweden

マングローブの植樹や、天然素材を使ったダム
作りを行い、タイの工業省（DIW-Department 
of Industrial Works）が主催するCSR-DIW
賞を受賞しました。

ニッスイタイランド社の環境活動
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グローバルパートナーシップが
実現すること

エクセル：まずは私をSeaBOSのマネージングダイレクター
として受け入れてくださりありがとうございます。私は様々
な形で水産業に携わってきました。漁船に乗り、政府の仕事
をし、企業にも23年間勤務してきました。私はCEOでも船
長でもありませんが色々とユニークな経験をしてきました
のでSeaBOSにとってお役に立てると思います。精一杯頑
張ります。

的埜：SeaBOSの基本的なコンセプトは私たちと同じです。持
続可能な水産業のために、ぜひ一緒に取り組んでいきましょう。

エクセル：SeaBOSの取り組みテーマは10項目ありますが、
私には多すぎると感じています。特に重要な3つか4つかに
絞り、どうやったらSeaBOSが最善の方法で目標を達成でき
るかを考えることが重要です。

持続可能な水産業の未来を創る
SeaBOSとともに取り組む意義とは。

Seafood Business for Ocean Stewardship：SeaBOS

 

～ SeaBOS新ダイレクター
   マーティン・エクセル氏を迎えて～

この持続可能な水産ビジネスを目指すイニシアティブのダイレクターに
新たに就任したマーティン・エクセル氏と、日本水産株式会社社長 的埜 明世が、
持続的な水産業の未来について意見を交わしました。

ＳｅａＢＯＳ
マネージングダイレクター

的埜：ニッスイグループの売上の半分以上は水産物に由来し
た商売ですので、水産資源の持続性がないと当社もそれにと
もない衰退してしまいます。私たちがSeaBOSに参画する意義
としては、「天然魚のサステナビリティ」と「養殖の漁場環境の
保全」がとても重要と考えています。この２つはぜひSeaBOS
での取り組みとしても確保していただきたいと思っています。

エクセル：わかりました。ニッスイグループではすでにサプラ
イチェーンの透明性やトレーサビリティに関して多くの取り
組みをしていらっしゃいますね。これらはモデルケースであ
り、他社をリードしていますし、これらの取り組みは資源の持
続可能性につながると理解しています。世の中には100以上
のインデックスや認証がありますが、それらに対応していくの
ではなくそれらをリードするような、業界の基準となる認証を
SeaBOSとして作っていくほうが良いように思うのですが、い
かがでしょうか?

水産業のこれからのスタンダードを、
SeaBOSがリードするために。

的埜：なぜSeaBOSに参加したのかというと科学的にやるこ
とに一番の魅力を感じたからで、水産資源についてはエモー
ショナルというよりは科学的に捉えなければならないと感じ
ています。

エクセル：団体によっては非常に極端な価値観を持ってイン
デックスや認証を作っており、中には私たちが対応できない
ようなものもあります。一方で科学はあるがままのものです。
それゆえ科学は重要です。

的埜：その通りですね。

エクセル：ところで、日本政府はトレーサビリティや透明性に
関しては何か取り組みを行っているのでしょうか？

的埜：昨年漁業法が変わり、今までは漁協に任せていた水産
資源の管理を行政が行うことが明言されました。漁業法の施
行は2020年からですが、水産庁が現在システムを構築して
いて、実際に動き出すのに数年はかかるだろうと思います。政
府も資源管理のことを主体的に考えるようになってきました。

サステナブルな水産ビジネスには、
科学的な視点が重要だ。

エクセル：他のテーマとしてはSSI(Seafood Stewardship 
Index)があります。このインデックスは金融機関の影響を強
く受けています。SeaBOSとしてSSIに対してコメントを出す
など対話も必要になるかもしれません。もちろんニッスイグ
ループはこのインデックスでも良い評価を得られると思いま
すが、おそらく日本ではこのインデックスの結果に関しては欧
米ほど関心を持たれないのではないでしょうか。

的 埜：ニッスイグル ープ の 売 上 の 約
30%は海外ですし、欧米には小売や
フードサービス向けビジネスをしてい
るグループ会社もあるのでインデック
スで良い結果が出れば、良い影響が出
ると思います。それを評価する人たちも
増えるでしょう。また、日本の銀行もそ
ういうことを一所懸命やっている会社
を表彰したり、多少低い金利でお金を貸してくれたりしてい
ます。日本は遅れているかもしれませんが前に進んでいます。

エクセル：そうなのですか。それではSeaBOSとしてもやはり
これを注視していく必要がありますね。インデックスを受け入
れていく方向、及びサステナブルを意識した調達は日本でも
重視されていくということですね。

的埜：その通りです。東京オリンピックが一つの契機となりさ
らに加速していくのではないでしょうか。

エクセル：SeaBOSがその動きを推進するような、何か手助
けになるようなことを考えたいです。特にSeaBOSメンバー
である日本企業の手助けになれば素晴らしいですね。

的埜：本日はありがとうございました。それでは次回は9月に
プーケット会議でお会いしましょう。

インデックスへの対応を通じて
持続可能な水産業をドライブする。

的埜：ニッスイグループが現在取り組んでいるのはMSCと
ASC、MELなどですが、認証は他にもたくさんありますよね。
私たちとしては自ら作った判断基準があり、その中で作業を
進めていて、アドバイスとなるのがMSCやASCです。次に
SeaBOSメンバーの動向は参考になりますし、今後の取り組
みに期待をしています。

エクセル：ASCはいくつかの魚
種 に 関しては 有 効 で あるし
MSCはいくつかの漁業に関し
て有効です。でも全てのものに
は対応できません。それぞれの
団体は該当する魚種や漁法に
関して関与すれば良いですが、
SeaBOSは全体的な方策や方
法を創出してはどうかと考え
ています。それによって私たちはどのように対応しリードして
いくかを示せればよいと。

的埜：試験的にこういう風にやってはどうかとSeaBOSの会
議で提案してもらい、メンバーでよく話し合ってどの規模で
何をやるかを決めていけば良いのではないでしょうか。

エクセル：なるほど、その通りですね。CEO同士で話し合って
決めることは重要です。そして科学的見地からのテーマのい
くつかは取り組みを急がずにSeaBOSの集まりをもう少し戦
略的な見方で捉えることを考えるタイミングかもしれません。

エクセル：それは大きな変化ですね。MSCやASCも大事です
が、サステナブルな漁業の実現のためには規則を破る者を取
り締まる法律の整備も重要です。

Martin Exel（マーティン・エクセル）氏

2019年7月、SeaBOSマネージングダイレクターに就任。
水産業界との関わりは深く、Austral Fisheries社に長年勤
務し南氷洋の漁労事業に従事。Victoria University of 
Wellington卒。趣味は釣り。

マーティン・エクセル
的埜 明世

日本水産株式会社
代表取締役
社長執行役員

特別
対談
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